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１．近年の英語教育の変容 

文部科学省はグローバル人材を３つの要素から定義しており、その一つが語学力・コミ
ュニケーション能力（要素Ⅰ）である。グローバル人材育成に対応した英語教育の強化が
求められる中で、2020年から小学校で、2021 年に中学校で、2022 年から高等学校で新学
習指導要領が実施された（文部科学省，2017）。小学校中学年から「外国語活動」が年間
35 単位時間始まり、高学年で「外国語科」が年間 70 単位時間導入され英語が教科化され
た。以前の学習指導要領と比べると小学校で英語に触れる時間が３倍に増加した。「聞く
こと」「話すこと」「読むこと」「書くこと」の４技能のうち、「話すこと」が[やり取り]と
[発表]に分かれ、４技能・５領域になった。[やり取り]は複数の話者が相互に話す場合
を、[発表]は一人の話者が連続して話す場合を想定している。文法の扱いでは、これまで
は高等学校で学習していた現在完了進行形や仮定法が中学校段階の言語材料となった。ま
た、授業を実際のコミュニケーションの場面とするため、中学校でも授業は英語で行うこ
とを基本とすることとなった。 

東京都では、体験型英語学習施設「Tokyo Global Gateway」が２箇所開設されたり、公立
中学校３年生全員を対象に中学校英語スピーキングテスト（ESAT-J）が開始されたり、都
立学校生の海外派遣が拡充されるなど、グローバル人材の育成が進められている。 

大きな変革期にある英語教育に対して、様々な意見が寄せられている。ベネッセ教育総合
研究所が 2023 年に発表した「小学校英語に関する調査研究」では、学習指導要領全面実
施後に英語を学んだ小学校６年生の英語力は、移行措置期間に学んだ小学校６年生よりも
４つ全ての領域で上昇した。しかし、文部科学省が実施した全国学力・学習状況調査中学
校英語の平均正答率は、年度によって出題内容も異なることから、過年度の結果と単純に
比較することはできないが、56.5%（平成 31 年度）から 46.1%（令和４年度）に低下し
た。江利川（2023）は和歌山国民教育研究所のアンケート調査結果から、新しい教科書は



難しくなり、語彙については多すぎると、学習指導要領が改悪されたと論じている。 

日本語を意図的な学習を通じて習得している聴覚障害児にとって英語の学習は、聴児以
上に大きな困難を伴う場合が多いと報告されている（高尾，2020）。また今回の改訂のポ
イントはより早期化だけでなく、求める力として従来の「読み」「書き」から「聞く」「話
す」を含めた 4 技能に広がっていることも、教育現場を戸惑わせている一因となってい
る。 

 

２．研究目的 

本研究では全国の聴覚特別支援学校小学部・中学部・高等部で英語を担当している

教員に対して、質問紙調査を行い、担当教員属性を中心にその実態を明らかにするこ

とを目的とした。 

 

３．方法 

（１）調査対象 

 全国の聴覚特別支援学校で外国語（英語）を担当している教員を調査対象とした。な
お、研究にあたり各校の校長から承諾を得たうえで、教員に書面で説明を行い、同意を得
られた者を対象に研究を行なった。 

（２）調査手続き 

質問紙による実態調査を行った。2022年２月～３月の間に郵送により書面による依頼お
よびアンケートを配布し、回答は指定した URLより Microsoft Forms に入って入力させ
た。100 名の教員から回答を得た。 

 

４．結果 

（１）所属学部について 

外国語科の指導を担当している教員の所属学部について、「幼稚部」「小学部」「中学部」

「高等部」から選択するよう求めた。この問いに対し、100名全員から回答を得た。幼稚部

に所属し、外国語科を担当している教員は２名、小学部に所属し、外国語科を担当している

教員は 23名、中学部に所属し、外国語科を担当している教員は 36名、高等部に所属し、外

国語科を担当している教員は 39 名だった（図１）。 



 

 

図１  所属学部（n=100） 

 

（２）所有免許状 

外国語科を担当している教員に、「小学校教諭免許」「中学校教諭免許状（英語）」「高

等学校教諭免許状（英語）」「特別支援学校（聴覚障害）」から所有している免許状すべて

選択するよう求めた。この問いに対し、100名全員から回答を得た（図２）。 

 

 
図２ 所有免許状（n=100） 

 

（３）聴覚特別支援学校における英語（準ずる課程）の指導経験年数 
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外国語科を担当している教員に、聴覚特別支援学校における英語（準ずる課程）の指導経

験年数を、今年度を 1 として回答を求めた。この問いに対し、100 名全員から回答を得た。 

１年が 21名、２年が 14名、３年が 15名、４年が 10名、５年が５名、６年が４名、７年

が６名、8 年が３名、9 年が１名、11 年が２名、12 年が５名、13 年が４名、14 年が１名、

16年が２名、17年が１名、20年が３名、22年が１名、24年が１名、33年が１名であった

（図３）。３年以下の経験者が 50%を占めた。 

 

図３ 聴覚特別支援学校における英語（準ずる課程）の指導経験年数（n=100） 

 

（４）通常の学校における英語の指導経験年数 

外国語科を担当している教員に、通常の学校での英語の指導経験年数を今年度を 1 とし

て回答を求めた。この問いに対し、100名全員から回答を得た。 

０年が 50名、１年が５名、２年が１名、３年が８名、４年が３名、５年が４名、６年が

３名、７年が２名、８年が３名、９年が２名、10年が３名、11年が２名、12年が２名、13

年が２名、14年が１名、15年が１名、16年が１名、17年が１名、19年が１名、24年が１

名、25 年が１名、35年が１名、39年が１名、40年が１名であった（図４）。通常の学校の

指導経験がない者が 50%を占めた。 

 

図４ 通常の学校における英語の指導経験年数（n=100） 
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（５）教員自身の英語力（自己評価）  

外国語科を担当している教員に、教員自身の英語力について自由記述で回答を求めた。こ

の問いに対し、100名全員から回答を得た。 

各資格・検定試験と CEFR との対照表（文部科学省，2018）を参考に、A1 から C1 までの

範囲でまとめた。A1 相当が 6 名、A2 相当が 8 名、B1 相当が 27 名、B2 相当が 41 名、C1 相

当が 7 名、その他が 11 名であった。判断ができないその他 11 名を除いた英語担当教員の

英語力を示した（図５）。B2レベル相当以上の教員の割合は 53.93%であった。 

 

  

図５教員の英語力（n=89） 

 

（６）小学部の外国語を担当している教員の割合 

今年度小学部の外国語を担当しているか「はい」「いいえ」の２択式で回答を求めた。こ

の問いに対し、100 名全員から回答を得た。42 名の教員が「はい」と回答し、58 名が「い

いえ」と回答した（図６）。 

 

図６．小学部を担当している教員の割合(n=100） 

 

小学部外国語科を担当している教員 42名のうち、1名が幼稚部、21名が小学部、10名が

中学部、10名が高等部に所属していた。42名のうち小学校教諭免許状を所有している者が

24名、所有していない者が 19名だった。42名のうち中学校教諭免許状（英語）か高等学校

教諭免許状（英語）のいずれかを所有している者は 31 名、所有していない者は 11 名だっ

た。 
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（７）中学部を担当している教員の割合 

今年度中学部の外国語を担当しているかを「はい」「いいえ」の２択式で回答を求めた。

この問いに対し、100 名全員から回答を得た。42名の教員が「はい」と回答し、58名が「い

いえ」と回答した（図７）。 

 
図７ 中学部を担当している教員の割合（n=100） 

 

（８）中学部の使用教科書 

使用している教科書について、現在中学部を担当する 42名全員から回答を得た（図８）。 

東京書籍の New Horizonが約６割を占めた。 

 

図８ 中学部の使用教科書（n=42） 
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（９）グローバル人材の育成について 

小学部・中学部・高等部のいずれかで英語を担当している教員に、グローバル人材育成

のために聴覚障害児への英語教育で重視されることついて上位３項目について回答を求め

たところ、100名から回答を得た（図９）。４技能の中では「読むこと」「書くこと」に

関する項目が上位であった。 

 

 

図９ グローバル人材について 

 

 

５．考察 

聴覚特別支援学校で英語を担当している教員の 50％が通常の学校で英語を指導した経験
が全くないことがわかった。また、聴覚特別支援学校で英語を教える経験も３年以内が
50％であった。「英語教育実施状況調査」概要（文部科学省，2023）によると、CEFR B2
レベル相当以上を取得している英語担当教員の割合は、中学校で 41.6％、高等学校で
72.3％である。聴覚特別支援学校で英語を教えている教員の英語力も自己申告制ではある
が B2レベル相当以上の割合は 53.93％であった。中学校教諭免許状（英語）の免許を所有
している教員で CEFR B2レベル相当以上の英語担当教員の割合は 79.49％、高等学校教諭
免許状（英語）の免許を所有している教員で CEFR B2 レベル相当以上の英語担当教員の
割合は 84.81％であった。以上のことから、聴覚特別支援学校で英語を担当している教員
の英語力が、通常の学校の教員よりも低いわけではないことが示唆された。 

全国聾学校長会（2011）が『聾学校における専門性を高めるための教員研修用テキスト
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改訂版』で挙げている聴覚障害の主な専門性の１つが「障害の特性を考慮した適切な方法
による教科指導の専門性」である。教員の英語力は教科指導の専門性の１つということが
できるが、聴覚障害はコミュニケーションの障害であり、聴覚からのインプットが制限さ
れる中で日本語や手話を使って英語を教えるためには、英語力が高いだけでは十分とは言
えない。聴覚障害児の実態に応じてどのような指導を実現していくための、研修制度の構
築が今後の課題となると考える。 
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